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令和元年度補正予算等に係る農村振興局所管事業の執行における

入札・契約手続等の円滑な実施について 

 

 
令和元年度補正予算等の執行に係る入札・契約手続等の円滑な実施につい

ては、令和２年２月３日付け元予第1856号により大臣官房参事官（経理）か

ら通知されたところであるが、「安心と成長の未来を開く総合経済対策」(令

和元年12月５日閣議決定)や今年度改正された「公共工事の品質確保の促進に

関する法律」(平成17年法律第18号。以下「品確法」という。）等を踏まえ、

地域における公共工事の品質確保やその担い手の中長期的な確保・育成に配

慮しつつ、その取扱いについては、迅速かつ着実な執行のため、下記に定め

るところによることとする。 

なお、貴職から、国営事業（務）所に対して周知徹底するとともに、貴管

下都府県に対しては、貴職から参考までに送付されたい。また、都府県への

送付に当たっては、関係市町村等に対する送付の依頼をされたい。 

 

 
記 

 
１ 入札・契約手続の効率化等 

入札・契約手続きの実施に当たっては、「平成31年度農村振興局所管公共

事業等の施行について」（平成31年３月27日付け30農振第3983号農林水産省

農村振興局長通知）に記載するほか、次の（１）から（４）までの事項に留

意し、手続の効率化等に努めること。 

（１）総合評価落札方式における提出資料の簡素化等 

（２）入札手続期間の短縮 

（３）一括審査方式の活用 

写  



（４）概算数量発注方式等の活用 

なお、発注事務を進める段階において入札不調が想定される工事について

は、見積活用方式を積極的に導入するとともに、指名競争入札方式による実

施も検討すること。 

 

２ 適切な工事等の発注 

工事等の実施に当たっては、次の（１）から（４）までの事項に留意し、

建設現場における生産性の向上、長時間労働の是正及び週休２日の確保等の

建設業における働き方改革の推進に努めること。 

（１）現場条件の明示の徹底及び適切な設計変更 

設計図書への現場条件の明示を徹底するとともに、契約後における現地

の状態等に応じた受発注間での確認及び協議に基づき、適切に設計変更を

行うこと。 

 

（２）適切な工期の設定等 

ア 工事については、早期発注に努めるとともに、休日等の不稼働日や準

備期間等を考慮した適切な工期を設定し、工事着手前に技術者や資機材

の確保等の準備を行うための余裕期間制度の積極的な活用を図るととも

に準備期間を見込む等、適切な工期とすること。また、業務についても、

業務成果の活用時期・優先性などを勘案した業務内容に基づき適切な工

期を設定すること。 

イ 現場条件等に応じてプレキャスト製品の活用を検討する等、適切な工

期及び品質を確保する観点から合理的な工法を検討すること。 

ウ 土工事及びほ場整備工事等において、現場条件に応じてＩＣＴを活用

した情報化施工を積極的に推進すること。 

 

エ 円滑な施工の確保を図るため、受注者と工事工程を共有し、適切な工

期の確保に努めること。 

オ 工事・業務を実施するに当たり、やむを得ない事由により当該年度内

に完了しない場合には、財務局等に相談・協議の上、円滑に繰越手続の

対応をとること。 

 

（３）発注見通しの速やかな公表の徹底 

令和元年度補正予算による工事及び建設コンサルタント業務等に係る発

注の見通しについて、円滑な事業執行の観点も踏まえ、「公共工事の入札



及び契約の適正化の促進に関する法律等に基づく入札及び契約に関する情

報等の公表について」（平成13年４月27日付け13経第172号農林水産省大

臣官房経理課長通知）に基づき、速やかに公表することを徹底すること。 

 

（４）発注者間の連携体制の強化等 

発注者間の協力体制については、建設業者における計画的な技術者の配

置や円滑な資機材の調達を図るため、発注見通しを統合して公表する等、

一層の連携に努め、発注者共通の課題への対応や各種施策の推進を図るこ

と。 

 

（５）適切な規模での発注 

地域企業の活用に配慮しつつ、工事の発注量や労務の受給に係る状況等

から技術者や技能労働者の不足が懸念される地域では、複数の工区をまと

めた発注ロットの大型化による技術者・技能労働者の効率的活用を図る等、

適切な規模での発注に努めること。なお、中小建設業者等の受注機会の確

保を図るため、政府調達協定の対象工事を除く大規模な工事のうち、工事

難易度が低いものについては、上位等級工事への参入の拡大等を積極的に

推進すること。 

 

（６）災害復旧工事における適切な入札契約方式の適用 

早期かつ確実な施工が可能な者を短期間で選定することが求められる災

害復旧工事においては、改正後の品確法第７条第１項第３号の規定、「発

注関係事務の運用に関する指針」（公共工事の品質確保の促進に関する関

係省庁連絡会議申し合わせ。令和２年１月30日改正）に基づき、工事の緊

急度や実施する企業の体制等を勘案し、最適な契約相手を選定できるよう、

適切な入札契約方式を適用するとともに、実態を踏まえた積算や発注関係

事務の負担軽減等、被災の状況や地域の実情を踏まえた必要な措置を講ず

ること。 


